
令和４年１０月７日 

学 校 職 員 課 

 

「世田谷区教育委員会の権限に属する事務の委任等及び補助執行に関する規則」第２条の２ 

による教育長の臨時代理について 

 

１ 主旨 

令和４年１０月からの育児休業制度の改正及び令和５年度からの定年引上げに伴い、９

月３０日に開催された区議会第３回定例会にて、関連する条例が議決された。 

議決された条例のうち、「職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例」が１０月

１日に施行されるのに合わせて、関連する規則の改正を議決後速やかに行う必要があり、

世田谷区教育委員会の権限に属する事務の委任等及び補助執行に関する規則第２条の２第

１項の規定に基づく教育長の臨時代理により、９月３０日に決定したことを報告する。 

 

２ 一部改正した規則 

幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則 

幼稚園教育職員の期末手当に関する規則 

幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則 

     

３ 改正内容 

規則名 改正内容 施行年月日 

 

「幼稚園教育職員の

勤務時間、休日、休暇

等に関する条例施行

規則」 

 

別紙１－１ 

別紙１－２ 

出産支援休暇の取得可能期間を「出産の日後８週間を経過

する日まで」から「出産の日以後１年を経過する日まで」

とする改正。（第２３条） 

令和４年 

１０月１日 

定年引上げのための地方公務員法の改正に伴い、「再任用

短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」とす

る等の改正。 

（第２条、第１２条、第１４条の６、第１７条の２、第２

３条、第２９条の２、第２９条の３、第３２条の２） 

令和５年 

４月１日 

 

 

「幼稚園教育職員の

期末手当に関する規

則」並びに「幼稚園教

育職員の勤勉手当に

関する規則」 

 

別紙２－１ 

別紙２－２ 

別紙３－１ 

別紙３－２ 

期末手当及び勤勉手当の支給期間における欠勤等日数の

算定に当たり、育児休業の承認に係る期間の全部が子の出

生後８週間以内に含まれる育児休業と、それ以外の育児休

業について、それぞれ１月以下である場合には、当該期間

を欠勤等の期間から除くものとする改正。（第５条） 

令和４年 

１０月１日 

定年引上げのための地方公務員法の改正に伴い、「再任用

短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」とす

る等の改正及び「高齢者部分休業」の期間を欠勤等の期間

に追加するとともに、同休業により１日の正規の勤務時間

の一部を勤務しない場合の欠勤等日数の算定の取扱いを

定める改正。（第２条、第３条、第４条、第５条、第６条） 

令和５年 

４月１日 
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   幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則の一部を改正

する規則 

 幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則（平成１２年３月

世田谷区教育委員会規則第１０号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第２項中「第２８条の５第１項又は第２８条の６第２項」を「第２２条の４

第１項又は第２２条の５第１項の規定により採用された職員であって、同法第２２条

の４第１項」に、「職員（以下「再任用短時間勤務職員」を「もの（以下「定年前再

任用短時間勤務職員」に改める。 

 第１２条第２項及び第３項中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤

務職員」に改める。 

 第１４条の６の見出し中「再任用職員等」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改

め、同条第１項中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改

め、同条第２項中「再任用職員（地方公務員法第２８条の４第１項又は第２８条の６

第１項の規定により再任用職員となった職員をいう。以下同じ。）及び再任用短時間

勤務職員（以下「再任用職員等」という。）」を「定年前再任用短時間勤務職員」に

改め、同項後段を削り、同条第３項中「再任用職員等」を「定年前再任用短時間勤務 

職員」に改め、同条第４項中「職員の」を「定年前再任用短時間勤務職員の」に改め、 

「再任用職員にあっては別表第１に、再任用短時間勤務職員にあっては」を削り、同

条第６項中「再任用職員等」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

 第１７条の２第３項及び第５項中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時

間勤務職員」に改める。 

 第２３条第２項中「後８週間」を「以後１年」に改め、同条第４項及び第６項中「

再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

 第２９条の２第３項及び第５項並びに第２９条の３第３項及び第５項中「再任用短

時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

 第３２条の２（見出しを含む。）中「再任用職員等」を「定年前再任用短時間勤務

職員」に改め、同条後段を削る。 

 別表第１中「第１３条、第１４条の６関係」を「第１３条関係」に改める。 

 別表第２備考中「再任用職員等」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

   附 則 
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別紙１－１



（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第２３条第２項の改正規

定は、令和４年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 暫定再任用常時勤務職員（地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第

６３号。以下「令和３年改正法」という。）附則第４条第１項若しくは第２項又は

第５条第１項若しくは第３項の規定により採用された職員をいう。）は、この規則

による改正後の幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則（

以下「改正後の規則」という。）第２条第２項に規定する定年前再任用短時間勤務

職員（以下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）とみなして、改正後の規則

の規定を適用する。この場合において、改正後の規則第１４条の６第２項中「取り

扱う」とあるのは「取り扱う。職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例（

令和４年９月世田谷区条例第２８号）附則第５条第６項の規定による任期の更新（

以下「任期の更新」という。）をしたときも、同様とする」と、改正後の規則第１

４条の６第４項中「別表第２の２」とあるのは「別表第１」と、改正後の規則第３

２条の２中「ものとする」とあるのは「ものとする。任期の更新をしたときも、同

様とする」とする。 

３ 暫定再任用短時間勤務職員（令和３年改正法附則第６条第１項若しくは第２項又

は第７条第１項若しくは第３項の規定により採用された職員をいう。）は、定年前

再任用短時間勤務職員とみなして、改正後の規則の規定を適用する。この場合にお

いて、改正後の規則第１４条の６第２項中「取り扱う」とあるのは「取り扱う。職

員の定年等に関する条例の一部を改正する条例（令和４年９月世田谷区条例第２８

号）附則第５条第６項の規定による任期の更新（以下「任期の更新」という。）を

したときも、同様とする」と、改正後の規則第３２条の２中「ものとする」とある

のは「ものとする。任期の更新をしたときも、同様とする」とする。 
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幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則の一部を改正する規則新旧対照表 

 

改正後 改正前 

（正規の勤務時間） （正規の勤務時間） 

第２条 条例第３条に規定する１週間とは、日曜日から土曜日までの

７日間をいう。 

第２条 例第３条に規定する１週間とは、日曜日から土曜日までの７

日間をいう。 

２ 条例第３条第４項に規定する職員の正規の勤務時間は、４週間を

超えない期間につき１週間当たり38時間45分（地方公務員の育児休

業等に関する法律（平成３年法律第110号。以下「育児休業法」とい

う。）第10条第３項の規定により同条第１項に規定する育児短時間

勤務（以下「育児短時間勤務」という。）の承認を受けた職員（育

児休業法第17条の規定による短時間勤務をすることとなった職員を

含む。以下「育児短時間勤務職員等」という。）にあっては当該育

児短時間勤務等の内容に従った時間、地方公務員法（昭和25年法律

第261号）第22条の４第１項又は第22条の５第１項の規定により採用

された職員であって、同法第22条の４第１項に規定する短時間勤務

の職を占めるもの（以下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）

にあっては条例第３条第３項に基づき定める時間）とする。 

２ 条例第３条第４項に規定する職員の正規の勤務時間は、４週間を

超えない期間につき１週間当たり38時間45分（地方公務員の育児休

業等に関する法律（平成３年法律第110号。以下「育児休業法」とい

う。）第10条第３項の規定により同条第１項に規定する育児短時間

勤務（以下「育児短時間勤務」という。）の承認を受けた職員（育

児休業法第17条の規定による短時間勤務をすることとなった職員を

含む。以下「育児短時間勤務職員等」という。）にあっては当該育

児短時間勤務等の内容に従った時間、地方公務員法（昭和25年法律

第261号）第28条の５第１項又は第28条の６第２項に規定する短時間

勤務の職を占める職員（以下「再任用短時間勤務職員」という。）

にあっては条例第３条第３項に基づき定める時間）とする。 

（年次有給休暇の単位） （年次有給休暇の単位） 

第12条 年次有給休暇は、１日を単位として与える。ただし、職務に

支障がないと認めるときは、１時間を単位として与えることができ

る。 

第12条 年次有給休暇は、１日を単位として与える。ただし、職務に

支障がないと認めるときは、１時間を単位として与えることができ

る。 

２ 前項の規定にかかわらず、勤務日ごとの正規の勤務時間の時間数

が同一でない育児短時間勤務職員等及び定年前再任用短時間勤務職

員の年次有給休暇は、１時間を単位として与える。ただし、勤務日

の正規の勤務時間全てについて、年次有給休暇の請求があった場合

には、当該勤務日の正規の勤務時間の時間数を単位として与えるこ

とができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、勤務日ごとの正規の勤務時間の時間数

が同一でない育児短時間勤務職員等及び再任用短時間勤務職員の年

次有給休暇は、１時間を単位として与える。ただし、勤務日の正規

の勤務時間全てについて、年次有給休暇の請求があった場合には、

当該勤務日の正規の勤務時間の時間数を単位として与えることがで

きる。 

３ １時間を単位として与えられた年次有給休暇（勤務日ごとの正規３ １時間を単位として与えられた年次有給休暇（勤務日ごとの正規
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改正後 改正前 

の勤務時間の時間数が同一でない育児短時間勤務職員等及び定年前

再任用短時間勤務職員にあっては、前項ただし書に規定する時間数

を単位として与えられた年次有給休暇を含む。）を日に換算する場

合は、７時間45分（育児短時間勤務職員等及び定年前再任用短時間

勤務職員にあっては、その者の１日当たりの平均勤務時間（５分未

満の端数があるときは、これを切り上げて５分単位にした時間））

をもって１日とする。 

の勤務時間の時間数が同一でない育児短時間勤務職員等及び再任用

短時間勤務職員にあっては、前項ただし書に規定する時間数を単位

として与えられた年次有給休暇を含む。）を日に換算する場合は、

７時間45分（育児短時間勤務職員等及び再任用短時間勤務職員にあ

っては、その者の１日当たりの平均勤務時間（５分未満の端数があ

るときは、これを切り上げて５分単位にした時間））をもって１日

とする。 

（定年前再任用短時間勤務職員に関する年次有給休暇の特例） （再任用職員等に関する年次有給休暇の特例） 

第14条の６ 条例第15条第１項で規定する定年前再任用短時間勤務職

員の年次有給休暇の日数は、別表第２の２に定める日数のうち４月

に職員となった場合に相当する日数とする。 

第14条の６ 条例第15条第１項で規定する再任用短時間勤務職員の年

次有給休暇の日数は、別表第２の２に定める日数のうち４月に職員

となった場合に相当する日数とする。 

２ 退職後引き続き（退職後教育委員会が定める相当の期間（以下「相

当の期間」という。）を経過していない場合を含む。以下同じ。）

採用された定年前再任用短時間勤務職員の当該採用された年度にお

ける年次有給休暇については、当該採用後の勤務と退職以前の勤務

とが継続しているものとみなして取り扱う。 

２ 退職後引き続き（退職後教育委員会が定める相当の期間（以下「相

当の期間」という。）を経過していない場合を含む。以下同じ。）

採用された再任用職員（地方公務員法第28条の４第１項又は第28条

の６第１項の規定により再任用職員となった職員をいう。以下同

じ。）及び再任用短時間勤務職員（以下「再任用職員等」という。）

の当該採用された年度における年次有給休暇については、当該採用

後の勤務と退職以前の勤務とが継続しているものとみなして取り扱

う。職員の再任用に関する条例（平成13年３月世田谷区条例第７号）

第３条の規定による任期の更新（以下「任期の更新」という。）を

したときも、同様とする。 

３ 相当の期間を経過した後、定年前再任用短時間勤務職員となった

職員の年次有給休暇については、新たに職員となった者として取り

扱う。 

３ 相当の期間を経過した後、再任用職員等となった職員の年次有給

休暇については、新たに職員となった者として取り扱う。 

４ 相当の期間を経過した後、年度の中途において採用された定年前

再任用短時間勤務職員のその年度の年次有給休暇の日数は、別表第

２の２に定める日数とする。 

４ 相当の期間を経過した後、年度の中途において採用された職員の

その年度の年次有給休暇の日数は、再任用職員にあっては別表第１

に、再任用短時間勤務職員にあっては別表第２の２に定める日数と

する。 
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改正後 改正前 

５ 省略 ５ 省略 

６ 前各項に定めるもののほか、定年前再任用短時間勤務職員の年次

有給休暇に関し必要な事項は、教育委員会が定める。 

６ 前各項に定めるもののほか、再任用職員等の年次有給休暇に関し

必要な事項は、教育委員会が定める。 

（不妊治療のための休暇） （不妊治療のための休暇） 

第17条の２ 不妊治療のための休暇は、職員が不妊治療に係る通院等

のため勤務しないことが相当であると認められる場合の休暇とす

る。 

第17条の２ 不妊治療のための休暇は、職員が不妊治療に係る通院等

のため勤務しないことが相当であると認められる場合の休暇とす

る。 

２ 省略 ２ 省略 

３ 前項の規定にかかわらず、勤務日ごとの正規の勤務時間の時間数

が同一でない育児短時間勤務職員等及び定年前再任用短時間勤務職

員の不妊治療のための休暇は、１時間を単位として承認する。ただ

し、勤務日の正規の勤務時間全てについて、不妊治療のための休暇

の請求があった場合には、当該勤務日の正規の勤務時間の時間数を

単位として承認することができる。 

３ 前項の規定にかかわらず、勤務日ごとの正規の勤務時間の時間数

が同一でない育児短時間勤務職員等及び再任用短時間勤務職員の不

妊治療のための休暇は、１時間を単位として承認する。ただし、勤

務日の正規の勤務時間全てについて、不妊治療のための休暇の請求

があった場合には、当該勤務日の正規の勤務時間の時間数を単位と

して承認することができる。 

４ 省略 ４ 省略 

５ １時間を単位として承認した不妊治療のための休暇（勤務日ごと

の正規の勤務時間の時間数が同一でない育児短時間勤務職員等及び

定年前再任用短時間勤務職員にあっては、第３項ただし書に規定す

る時間数を単位として承認した不妊治療のための休暇を含む。）を

日に換算する場合は、７時間45分（育児短時間勤務職員等及び定年

前再任用短時間勤務職員にあっては、その者の１日当たりの平均勤

務時間（５分未満の端数があるときは、これを切り上げて５分単位

にした時間））をもって１日とする。 

５ １時間を単位として承認した不妊治療のための休暇（勤務日ごと

の正規の勤務時間の時間数が同一でない育児短時間勤務職員等及び

再任用短時間勤務職員にあっては、第３項ただし書に規定する時間

数を単位として承認した不妊治療のための休暇を含む。）を日に換

算する場合は、７時間45分（育児短時間勤務職員等及び再任用短時

間勤務職員にあっては、その者の１日当たりの平均勤務時間（５分

未満の端数があるときは、これを切り上げて５分単位にした時間））

をもって１日とする。 

６ 省略 ６ 省略 

（出産支援休暇） （出産支援休暇） 

第23条 出産支援休暇は、職員がその配偶者又は当該職員と性別が同

一である者であって、当該職員との関係が婚姻関係と同様の事情に

あると任命権者が認めるもの（以下「同性パートナー」という。）

（以下「配偶者等」という。）の出産に当たり、子の養育その他家

第23条 出産支援休暇は、職員がその配偶者又は当該職員と性別が同

一である者であって、当該職員との関係が婚姻関係と同様の事情に

あると任命権者が認めるもの（以下「同性パートナー」という。）

（以下「配偶者等」という。）の出産に当たり、子の養育その他家
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事等を行うための休暇とする。 事等を行うための休暇とする。 

２ 出産支援休暇は、職員の配偶者等の出産の直前から当該出産の日

以後１年を経過する日までの期間内において承認する。ただし、職

員に当該職員又はその配偶者等と同居し、かつ、養育の必要がある

子がある場合には、配偶者等の出産予定日の６週間（多胎妊娠の場

合にあっては、14週間）前の日から当該出産の日以後１年を経過す

る日までの期間内において承認する。 

２ 出産支援休暇は、職員の配偶者等の出産の直前から当該出産の日

後８週間を経過する日までの期間内において承認する。ただし、職

員に当該職員又はその配偶者等と同居し、かつ、養育の必要がある

子がある場合には、配偶者等の出産予定日の６週間（多胎妊娠の場

合にあっては、14週間）前の日から当該出産の日後８週間を経過す

る日までの期間内において承認する。 

３ 省略 ３ 省略 

４ 前項ただし書の規定にかかわらず、勤務日ごとの正規の勤務時間

の時間数が同一でない育児短時間勤務職員等及び定年前再任用短時

間勤務職員の出産支援休暇は、１時間を単位として承認する。ただ

し、勤務日の正規の勤務時間全てについて、出産支援休暇の請求が

あった場合には、当該勤務日の正規の勤務時間の時間数を単位とし

て承認することができる。 

４ 前項ただし書の規定にかかわらず、勤務日ごとの正規の勤務時間

の時間数が同一でない育児短時間勤務職員等及び再任用短時間勤務

職員の出産支援休暇は、１時間を単位として承認する。ただし、勤

務日の正規の勤務時間全てについて、出産支援休暇の請求があった

場合には、当該勤務日の正規の勤務時間の時間数を単位として承認

することができる。 

５ 省略 ５ 省略 

６ １時間を単位として承認した出産支援休暇（勤務日ごとの正規の

勤務時間の時間数が同一でない育児短時間勤務職員等及び定年前再

任用短時間勤務職員にあっては、第４項ただし書に規定する時間数

を単位として承認した出産支援休暇を含む。）を日に換算する場合

は、７時間45分（育児短時間勤務職員等及び定年前再任用短時間勤

務職員にあっては、その者の１日当たりの平均勤務時間（５分未満

の端数があるときは、これを切り上げて５分単位にした時間））を

もって１日とする。 

６ １時間を単位として承認した出産支援休暇（勤務日ごとの正規の

勤務時間の時間数が同一でない育児短時間勤務職員等及び再任用短

時間勤務職員にあっては、第４項ただし書に規定する時間数を単位

として承認した出産支援休暇を含む。）を日に換算する場合は、７

時間45分（育児短時間勤務職員等及び再任用短時間勤務職員にあっ

ては、その者の１日当たりの平均勤務時間（５分未満の端数がある

ときは、これを切り上げて５分単位にした時間））をもって１日と

する。 

７ 省略 ７ 省略 

（子の看護休暇） （子の看護休暇） 

第29条の２ 子の看護休暇は、９歳に達する日以後の最初の３月31日

までの間にある子（配偶者等の子を含む。以下この項において同じ。）

を養育する職員が、当該子（次項において「養育する子」という。）

第29条の２ 子の看護休暇は、９歳に達する日以後の最初の３月31日

までの間にある子（配偶者等の子を含む。以下この項において同じ。）

を養育する職員が、当該子（次項において「養育する子」という。）
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の看護（負傷し、若しくは疾病にかかった当該子の世話又は疾病の

予防を図るために必要な当該子の世話を行うことをいう。第４項に

おいて同じ。）のため勤務しないことが相当と認められる場合の休

暇とする。 

の看護（負傷し、若しくは疾病にかかった当該子の世話又は疾病の

予防を図るために必要な当該子の世話を行うことをいう。第４項に

おいて同じ。）のため勤務しないことが相当と認められる場合の休

暇とする。 

２ 省略 ２ 省略 

３ 前項の規定にかかわらず、勤務日ごとの正規の勤務時間の時間数

が同一でない育児短時間勤務職員等及び定年前再任用短時間勤務職

員の子の看護休暇は、１時間を単位として承認する。ただし、勤務

日の正規の勤務時間全てについて、子の看護休暇の請求があった場

合には、当該勤務日の正規の勤務時間の時間数を単位として承認す

ることができる。 

３ 前項の規定にかかわらず、勤務日ごとの正規の勤務時間の時間数

が同一でない育児短時間勤務職員等及び再任用短時間勤務職員の子

の看護休暇は、１時間を単位として承認する。ただし、勤務日の正

規の勤務時間全てについて、子の看護休暇の請求があった場合には、

当該勤務日の正規の勤務時間の時間数を単位として承認することが

できる。 

４ 省略 ４ 省略 

５ １時間を単位として承認した子の看護休暇（勤務日ごとの正規の

勤務時間の時間数が同一でない育児短時間勤務職員等及び定年前再

任用短時間勤務職員にあっては、第３項ただし書に規定する時間数

を単位として承認した子の看護休暇を含む。）を日に換算する場合

は、７時間45分（育児短時間勤務職員等及び定年前再任用短時間勤

務職員にあっては、その者の１日当たりの平均勤務時間（５分未満

の端数があるときは、これを切り上げて５分単位にした時間））を

もって１日とする。 

５ １時間を単位として承認した子の看護休暇（勤務日ごとの正規の

勤務時間の時間数が同一でない育児短時間勤務職員等及び再任用短

時間勤務職員にあっては、第３項ただし書に規定する時間数を単位

として承認した子の看護休暇を含む。）を日に換算する場合は、７

時間45分（育児短時間勤務職員等及び再任用短時間勤務職員にあっ

ては、その者の１日当たりの平均勤務時間（５分未満の端数がある

ときは、これを切り上げて５分単位にした時間））をもって１日と

する。 

６ 省略 ６ 省略 

（短期の介護休暇） （短期の介護休暇） 

第29条の３ 短期の介護休暇は、要介護者の介護その他の世話を行う

職員が、当該世話を行うため勤務しないことが相当と認められる場

合の休暇とする。 

第29条の３ 短期の介護休暇は、要介護者の介護その他の世話を行う

職員が、当該世話を行うため勤務しないことが相当と認められる場

合の休暇とする。 

２ 省略 ２ 省略 

３ 前項の規定にかかわらず、勤務日ごとの正規の勤務時間の時間数

が同一でない育児短時間勤務職員等及び定年前再任用短時間勤務職

３ 前項の規定にかかわらず、勤務日ごとの正規の勤務時間の時間数

が同一でない育児短時間勤務職員等及び再任用短時間勤務職員の短
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改正後 改正前 

員の短期の介護休暇は、１時間を単位として承認する。ただし、勤

務日の正規の勤務時間全てについて、短期の介護休暇の請求があっ

た場合には、当該勤務日の正規の勤務時間の時間数を単位として承

認することができる。 

期の介護休暇は、１時間を単位として承認する。ただし、勤務日の

正規の勤務時間全てについて、短期の介護休暇の請求があった場合

には、当該勤務日の正規の勤務時間の時間数を単位として承認する

ことができる。 

４ 省略 ４ 省略 

５ １時間を単位として承認した短期の介護休暇（勤務日ごとの正規

の勤務時間の時間数が同一でない育児短時間勤務職員等及び定年前

再任用短時間勤務職員にあっては、第３項ただし書に規定する時間

数を単位として承認した短期の介護休暇を含む。）を日に換算する

場合は、７時間45分（育児短時間勤務職員等及び定年前再任用短時

間勤務職員にあっては、その者の１日当たりの平均勤務時間（５分

未満の端数があるときは、これを切り上げて５分単位にした時間））

をもって１日とする。 

５ １時間を単位として承認した短期の介護休暇（勤務日ごとの正規

の勤務時間の時間数が同一でない育児短時間勤務職員等及び再任用

短時間勤務職員にあっては、第３項ただし書に規定する時間数を単

位として承認した短期の介護休暇を含む。）を日に換算する場合は、

７時間45分（育児短時間勤務職員等及び再任用短時間勤務職員にあ

っては、その者の１日当たりの平均勤務時間（５分未満の端数があ

るときは、これを切り上げて５分単位にした時間））をもって１日

とする。 

６・７ 省略 ６・７ 省略 

（定年前再任用短時間勤務職員に関する特別休暇等の特例） （再任用職員等に関する特別休暇等の特例） 

第32条の２ 定年前再任用短時間勤務職員が、第16条、第17条の２か

ら第20条まで、第23条から第28条まで及び第29条の２から第30条の

２までに規定する休暇を取得する場合において、退職以前にこれら

の休暇を取得していたときは、以前に取得していた休暇と新たに取

得する休暇とを通算して取り扱うものとする。 

第32条の２ 再任用職員等が、第16条、第17条の２から第20条まで、

第23条から第28条まで及び第29条の２から第30条の２までに規定す

る休暇を取得する場合において、退職以前にこれらの休暇を取得し

ていたときは、以前に取得していた休暇と新たに取得する休暇とを

通算して取り扱うものとする。任期の更新をしたときも、同様とす

る。 

附 則（令和 年 月 日世教委規則第 号） 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第23条第

２項の改正規定は、令和４年10月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 暫定再任用常時勤務職員（地方公務員法の一部を改正する法律（

令和３年法律第63号。以下「令和３年改正法」という。）附則第４条
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第１項若しくは第２項又は第５条第１項若しくは第３項の規定によ

り採用された職員をいう。）は、この規則による改正後の幼稚園教育

職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則（以下「改正

後の規則」という。）第２条第２項に規定する定年前再任用短時間勤

務職員（以下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）とみなして

、改正後の規則の規定を適用する。この場合において、改正後の規

則第14条の６第２項中「取り扱う」とあるのは「取り扱う。職員の

定年等に関する条例の一部を改正する条例（令和４年９月世田谷区

条例第28号）附則第５条第６項の規定による任期の更新（以下「任

期の更新」という。）をしたときも、同様とする」と、改正後の規則

第14条の６第４項中「別表第２の２」とあるのは「別表第１」と、

改正後の規則第32条の２中「ものとする」とあるのは「ものとする

。任期の更新をしたときも、同様とする」とする。 

３ 暫定再任用短時間勤務職員（令和３年改正法附則第６条第１項若

しくは第２項又は第７条第１項若しくは第３項の規定により採用さ

れた職員をいう。）は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、改

正後の規則の規定を適用する。この場合において、改正後の規則第1

4条の６第２項中「取り扱う」とあるのは「取り扱う。職員の定年等

に関する条例の一部を改正する条例（令和４年９月世田谷区条例第2

8号）附則第５条第６項の規定による任期の更新（以下「任期の更新

」という。）をしたときも、同様とする」と、改正後の規則第32条の

２中「ものとする」とあるのは「ものとする。任期の更新をしたと

きも、同様とする」とする。 

 

別表第１（第13条関係） 別表第１（第13条、第14条の６関係） 

 職員

とな

った

月 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月   職員

とな

った

月 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月  

 日数 20日 18日 17日 15日 13日 12日 10日 ８日 ７日 ５日 ３日 ２日   日数 20日 18日 17日 15日 13日 12日 10日 ８日 ７日 ５日 ３日 ２日  
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改正後 改正前 

別表第２（第13条、第14条、第14条の６関係） 別表第２（第13条、第14条、第14条の６関係） 

 異動前

の年次

有給休

暇の付

与期間 

その年度等の付与日数 翌年度への繰越日数 

  異動前

の年次

有給休

暇の付

与期間 

その年度等の付与日数 翌年度への繰越日数 

 

 会計年

度 

異動がなかったものとした場

合に旧条例等によりその年度

の異動の日以後に使用するこ

とができる日数に相当する日

数 

第14条第１項の規定に

よる日数。この場合に

おいて、勤務実績の算

定の基礎となる期間

は、職員（旧条例等の

適用を受ける職員をい

う。以下この表におい

て同じ。）としての期

間とする。 

  会計年

度 

異動がなかったものとした場

合に旧条例等によりその年度

の異動の日以後に使用するこ

とができる日数に相当する日

数 

第14条第１項の規定に

よる日数。この場合に

おいて、勤務実績の算

定の基礎となる期間

は、職員（旧条例等の

適用を受ける職員をい

う。以下この表におい

て同じ。）としての期

間とする。 

 

 暦年 25日に、異動の日の属する暦年

の前暦年の12月31日において

旧条例等の規定によりその暦

年に付与されていた年次有給

休暇の日数のうち使用しなか

った日数に相当する日数を加

えた日数から、仮定年（異動の

日の属する暦年の１月１日か

ら翌暦年の３月31日までの期

間をいう。以下同じ。）におけ

る異動日の前日までに使用し

た年次有給休暇の日数を差し

引いた日数。ただし、異動日の

第14条第１項の規定に

よる日数。この場合に

おいて、次の各号に掲

げる職員の勤務実績の

算定の基礎となる期間

は、当該各号に定める

ところによる。 

１ 仮定年の前暦年に

職員となった者 職

員となった日から同

暦年の12月31日まで 

２ 仮定年に職員とな

った者 職員となっ

  暦年 25日に、異動の日の属する暦年

の前暦年の12月31日において

旧条例等の規定によりその暦

年に付与されていた年次有給

休暇の日数のうち使用しなか

った日数に相当する日数を加

えた日数から、仮定年（異動の

日の属する暦年の１月１日か

ら翌暦年の３月31日までの期

間をいう。以下同じ。）におけ

る異動日の前日までに使用し

た年次有給休暇の日数を差し

引いた日数。ただし、異動日の

第14条第１項の規定に

よる日数。この場合に

おいて、次の各号に掲

げる職員の勤務実績の

算定の基礎となる期間

は、当該各号に定める

ところによる。 

１ 仮定年の前暦年に

職員となった者 職

員となった日から同

暦年の12月31日まで 

２ 仮定年に職員とな

った者 職員となっ
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改正後 改正前 

属する仮定年の前々暦年の勤

務実績が８割に満たない職員

については、25日から仮定年に

おける異動日の前日までに使

用した年次有給休暇の日数を

差し引いた日数とする。この場

合において、次の各号に掲げる

者の勤務実績の算定の基礎と

なる期間は、第14条第１項の規

定にかかわらず、当該各号の定

めるところによる。 

た日から同仮定年の

12月31日まで 

３ 仮定年に異動した

者 異動日の属する

仮定年 

属する仮定年の前々暦年の勤

務実績が８割に満たない職員

については、25日から仮定年に

おける異動日の前日までに使

用した年次有給休暇の日数を

差し引いた日数とする。この場

合において、次の各号に掲げる

者の勤務実績の算定の基礎と

なる期間は、第14条第１項の規

定にかかわらず、当該各号の定

めるところによる。 

た日から同仮定年の

12月31日まで 

３ 仮定年に異動した

者 異動日の属する

仮定年 

 １ 仮定年の前々暦年又は前

暦年に職員となった者 職

員となった日から同暦年の

12月31日まで 

   １ 仮定年の前々暦年又は前

暦年に職員となった者 職

員となった日から同暦年の

12月31日まで 

  

 ２ 仮定年に職員となった者 

職員となった日から同仮定

年の12月31日まで 

   ２ 仮定年に職員となった者 

職員となった日から同仮定

年の12月31日まで 

  

備考 定年前再任用短時間勤務職員にこの表を準用する場合にあっ

ては、暦年の項中「25日」とあるのは、「その者が４月に採用

された場合に付与される日数とその者が１月に採用された場合

に付与される日数を合算した日数」と読み替えるものとする。 

備考 再任用職員等にこの表を準用する場合にあっては、暦年の項

中「25日」とあるのは、「その者が４月に採用された場合に付

与される日数とその者が１月に採用された場合に付与される日

数を合算した日数」と読み替えるものとする。 
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幼稚園教育職員の期末手当に関する規則の一部を改正する規則 

 幼稚園教育職員の期末手当に関する規則（平成１２年３月世田谷区教育委員会規則

第１７号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第１項第７号中「より育児休業」を「よる育児休業（以下「育児休業」とい 

う。）」に改め、同項中第１２号を第１３号とし、第１１号の次に次の１号を加える。 

 ⑿ 法第２６条の５第１項の規定により自己啓発等休業をしている職員（以下「自

己啓発等休業中の職員」という。） 

 第２条第２項第１号中「前項第２号から第１２号まで」を「前項第２号から第１３

号まで」に改める。 

 第３条第７号を次のように改める。 

 ⑺ 自己啓発等休業中の職員として在職した期間 

 第５条第１項各号列記以外の部分中「第１０号」の次に「及び第１１号」を加え、 

同項第６号を次のように改める。 

 ⑹ 育児休業（次に掲げる育児休業を除く。）をしている職員として在職した期間 

  ア その育児休業の承認に係る期間の全部が子の出生の日から職員の育児休業等

に関する条例（平成４年３月世田谷区条例第２０号）第３条の２に規定する期

間内にある育児休業であって、当該育児休業の承認に係る期間（当該期間が２

以上あるときは、それぞれの期間を合算した期間）が１月以下である育児休業 

イ その育児休業の承認に係る期間の全部が子の出生の日から職員の育児休業等

に関する条例第３条の２に規定する期間内にある育児休業以外の育児休業であ

って、当該育児休業の承認に係る期間（当該期間が２以上あるときは、それぞ

れの期間を合算した期間）が１月以下である育児休業 

 第５条第１項中第１２号を第１３号とし、第１１号を第１２号とし、同項第１０号

中「の規定により」を「に規定する」に改め、同号の次に次の１号を加える。 

 ⑾ 法第２６条の３第１項に規定する高齢者部分休業をしている職員として在職し

た期間 

 第５条第４項中「第２８条の５第１項又は第２８条の６第２項」を「第２２条の４

第１項又は第２２条の５第１項の規定により採用された職員であって、法第２２条の

４第１項」に、「職員」を「もの」に改め、同条第５項中「又は育児休業法」を「、

法第２６条の３第１項に規定する高齢者部分休業により勤務しない時間又は育児休業
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法」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第５条第１項第６号の改

正規定は、令和４年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 暫定再任用短時間勤務職員（地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律

第６３号）附則第６条第１項若しくは第２項又は第７条第１項若しくは第３項の規

定により採用された職員をいう。）は、同法による改正後の地方公務員法（昭和２

５年法律第２６１号）（以下「新法」という。）第２２条の４第１項又は第２２条

の５第１項の規定により採用された職員であって、新法第２２条の４第１項に規定

する短時間勤務の職を占めるものとみなして、この規則による改正後の第５条第４

項の規定を適用する。 

1414



1/4 

幼稚園教育職員の期末手当に関する規則の一部を改正する規則新旧対照表 

 

改正後 改正前 

（支給対象外職員） （支給対象外職員） 

第２条 条例第27条第１項前段の教育委員会規則で定める職員（条例

第28条各号のいずれかに該当する者を除く。）は、次に掲げる者と

する。 

第２条 条例第27条第１項前段の教育委員会規則で定める職員（条例

第28条各号のいずれかに該当する者を除く。）は、次に掲げる者と

する。 

(１) ～(６) 省略 (１) ～(６) 省略 

(７) 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110

号。以下「育児休業法」という。）第２条第１項の規定による育

児休業（以下「育児休業」という。）をしている職員（以下「育

児休業中の職員」という。）のうち、基準日が３月１日又は６月

１日である場合にあっては基準日以前３箇月間、基準日が12月１

日である場合にあっては基準日以前６箇月間（以下これらの期間

を「支給期間」という。）において勤務した期間がある職員以外

の職員 

(７) 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110

号。以下「育児休業法」という。）第２条第１項の規定により育

児休業をしている職員（以下「育児休業中の職員」という。）の

うち、基準日が３月１日又は６月１日である場合にあっては基準

日以前３箇月間、基準日が12月１日である場合にあっては基準日

以前６箇月間（以下これらの期間を「支給期間」という。）にお

いて勤務した期間がある職員以外の職員 

(８) ～(11) 省略 (８) ～(11) 省略 

(12) 法第26条の５第１項の規定により自己啓発等休業をしている

職員（以下「自己啓発等休業中の職員」という。） 

 

(13)  省略 (12)  省略 

２ 条例第27条第１項後段の教育委員会規則で定める職員は、次に掲

げる者とする。 

２ 条例第27条第１項後段の教育委員会規則で定める職員は、次に掲

げる者とする。 

(１) 退職し、又は死亡した日において前項第２号から第13号まで

の規定のいずれかに該当した職員 

(１) 退職し、又は死亡した日において前項第２号から第12号まで

の規定のいずれかに該当した職員 

(２)～（６） 省略 (２)～（６） 省略 

（基準日に育児休業をしている職員の勤務した期間） （基準日に育児休業をしている職員の勤務した期間） 

第３条 前条第１項第７号の勤務した期間は、次に掲げる期間以外の

期間とする。 

第３条 前条第１項第７号の勤務した期間は、次に掲げる期間以外の

期間とする。 

(１) ～（６） 省略 (１) ～（６） 省略 
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改正後 改正前 

(７) 自己啓発等休業中の職員として在職した期間 (７) 法第26条の５第１項の規定により自己啓発等休業をしている

職員（以下「自己啓発等休業中の職員」という。）として在職し

た期間 

(８)  省略 (８)  省略 

（欠勤等日数） （欠勤等日数） 

第５条 前条の欠勤等日数は、在職期間中の次に掲げる期間（第５項

の規定の適用を受けるものを除く。以下「欠勤等の期間」という。）

ごとに当該欠勤等の期間から幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休

暇等に関する条例（平成12年３月世田谷区条例第21号。以下「勤務

時間条例」という。）第５条及び第６条の規定による週休日、勤務

時間条例第12条及び第13条の規定による休日並びに勤務時間条例第

14条第１項の規定により指定された代休日（以下「週休日等」とい

う。）を除いた日における勤務時間条例の規定による１日の正規の

勤務時間（以下「１日の正規の勤務時間」という。）について勤務

しない時間を合計した時間を７時間45分をもって１日（第１号から

第３号まで及び第６号から第９号までに掲げる期間にあっては２分

の１日とし、第10号及び第11号に掲げる期間にあっては３分の１日

とする。）として換算した日数（１日（第１号から第３号まで及び

第６号から第９号までに掲げる期間にあっては２分の１日とし、第

10号及び第11号に掲げる期間にあっては３分の１日とする。）未満

の端数の時間があるときは、これを切り捨てた日数とする。）を合

計した日数とする。 

第５条 前条の欠勤等日数は、在職期間中の次に掲げる期間（第５項

の規定の適用を受けるものを除く。以下「欠勤等の期間」という。）

ごとに当該欠勤等の期間から幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休

暇等に関する条例（平成12年３月世田谷区条例第21号。以下「勤務

時間条例」という。）第５条及び第６条の規定による週休日、勤務

時間条例第12条及び第13条の規定による休日並びに勤務時間条例第

14条第１項の規定により指定された代休日（以下「週休日等」とい

う。）を除いた日における勤務時間条例の規定による１日の正規の

勤務時間（以下「１日の正規の勤務時間」という。）について勤務

しない時間を合計した時間を７時間45分をもって１日（第１号から

第３号まで及び第６号から第９号までに掲げる期間にあっては２分

の１日とし、第10号に掲げる期間にあっては３分の１日とする。）

として換算した日数（１日（第１号から第３号まで及び第６号から

第９号までに掲げる期間にあっては２分の１日とし、第10号に掲げ

る期間にあっては３分の１日とする。）未満の端数の時間があると

きは、これを切り捨てた日数とする。）を合計した日数とする。 

(１)～（５） 省略 (１)～（５） 省略 

(６) 育児休業（次に掲げる育児休業を除く。）をしている職員と

して在職した期間 

(６) 育児休業中の職員として在職した期間 

ア その育児休業の承認に係る期間の全部が子の出生の日から職

員の育児休業等に関する条例（平成４年３月世田谷区条例第20

号）第３条の２に規定する期間内にある育児休業であって、当
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改正後 改正前 

該育児休業の承認に係る期間（当該期間が２以上あるときは、

それぞれの期間を合算した期間）が１月以下である育児休業 

イ その育児休業の承認に係る期間の全部が子の出生の日から職

員の育児休業等に関する条例第３条の２に規定する期間内にあ

る育児休業以外の育児休業であって、当該育児休業の承認に係

る期間（当該期間が２以上あるときは、それぞれの期間を合算

した期間）が１月以下である育児休業 

 

(７)～（９） 省略 (７)～（９） 省略 

(10) 法第26条の２第１項に規定する修学部分休業をしている職員

として在職した期間 

(10) 法第26条の２第１項の規定により修学部分休業をしている職

員として在職した期間 

(11) 法第26条の３第１項に規定する高齢者部分休業をしている職

員として在職した期間 

 

(12) 省略 (11)  省略 

(13) 省略 (12)  省略 

２・３ 省略 ２・３ 省略 

４ 法第22条の４第１項又は第22条の５第１項の規定により採用され

た職員であって、法第22条の４第１項に規定する短時間勤務の職を

占めるものとして在職した期間中の欠勤等の期間に対する第１項の

規定の適用については、同項中「勤務しない時間」とあるのは、「勤

務しない時間を勤務時間条例第３条第３項の規定により定められた

その者の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数

で除して得た時間」とする。 

４ 法第28条の５第１項又は第28条の６第２項に規定する短時間勤務

の職を占める職員として在職した期間中の欠勤等の期間に対する第

１項の規定の適用については、同項中「勤務しない時間」とあるの

は、「勤務しない時間を勤務時間条例第３条第３項の規定により定

められたその者の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除し

て得た数で除して得た時間」とする。 

５ 前３項に定めるもののほか、第１項の欠勤等日数の算定に当たっ

ては、１日の正規の勤務時間の一部について、私事欠勤等の取扱い

を受けた時間、法第26条の２第１項に規定する修学部分休業により

勤務しない時間、法第26条の３第１項に規定する高齢者部分休業に

より勤務しない時間又は育児休業法第19条第１項に規定する部分休

業により勤務しない時間（以下「部分休業等により勤務しない時間」

５ 前３項に定めるもののほか、第１項の欠勤等日数の算定に当たっ

ては、１日の正規の勤務時間の一部について、私事欠勤等の取扱い

を受けた時間、法第26条の２第１項に規定する修学部分休業により

勤務しない時間又は育児休業法第19条第１項に規定する部分休業に

より勤務しない時間（以下「部分休業等により勤務しない時間」と

いう。）があるときは、教育委員会が別に定めるところにより、日
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改正後 改正前 

という。）があるときは、教育委員会が別に定めるところにより、

日又は時間に換算し、第１項の換算した日数、合計した日数又は勤

務しない時間に加算する。 

又は時間に換算し、第１項の換算した日数、合計した日数又は勤務

しない時間に加算する。 

附 則（令和４年 月 日世教委規則第 号）  

（施行期日）  

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第５条第

１項第６号の改正規定は、令和４年10月１日から施行する。 

 

（経過措置）  

２ 暫定再任用短時間勤務職員（地方公務員法の一部を改正する法律

（令和３年法律第63号）附則第６条第１項若しくは第２項又は第７

条第１項若しくは第３項の規定により採用された職員をいう。）は、

同法による改正後の地方公務員法（昭和25年法律第261号）（以下「新

法」という。）第22条の４第１項又は第22条の５第１項の規定によ

り採用された職員であって、新法第22条の４第１項に規定する短時

間勤務の職を占めるものとみなして、この規則による改正後の第５

条第４項の規定を適用する。 
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幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

 幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則（平成１２年３月世田谷区教育委員会規則

第１８号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第１項第７号中「より育児休業」を「よる育児休業（以下「育児休業」とい 

う。）」に改め、同項中第１２号を第１３号とし、第１１号の次に次の１号を加える。 

 ⑿ 法第２６条の５第１項の規定により自己啓発等休業をしている職員（以下「自

己啓発等休業中の職員」という。） 

 第２条第２項第１号中「前項第２号から第１２号まで」を「前項第２号から第１３

号まで」に改める。 

 第３条第８号を次のように改める。 

 ⑻ 自己啓発等休業中の職員として在職した期間 

 第４条第１項第１号中「第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の

６第１項若しくは第２項の規定により採用された職員（以下「再任用職員」を「第２

２条の４第１項又は第２２条の５第１項の規定により採用された職員であって、法第

２２条の４第１項に規定する短時間勤務の職を占めるもの（以下「定年前再任用短時 

間勤務職員」に改め、同項第２号中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」

に改める。 

 第５条第１項各号列記以外の部分中「もって１日（第１０号」の次に「及び第１１

号」を加え、「第１４号」を「第１５号」に改め、「（１日（第１０号」の次に「及

び第１１号」を加え、同項第６号を次のように改める。 

 ⑹ 育児休業（次に掲げる育児休業を除く。）をしている職員として在職した期間 

  ア その育児休業の承認に係る期間の全部が子の出生の日から職員の育児休業等

に関する条例（平成４年３月世田谷区条例第２０号）第３条の２に規定する期

間内にある育児休業であって、当該育児休業の承認に係る期間（当該期間が２

以上あるときは、それぞれの期間を合算した期間）が１月以下である育児休業 

イ その育児休業の承認に係る期間の全部が子の出生の日から職員の育児休業等

に関する条例第３条の２に規定する期間内にある育児休業以外の育児休業であ

って、当該育児休業の承認に係る期間（当該期間が２以上あるときは、それぞ

れの期間を合算した期間）が１月以下である育児休業 

 第５条第１項中第１７号を第１８号とし、第１１号から第１６号までを１号ずつ繰
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り下げ、同項第１０号中「の規定により」を「に規定する」に改め、同号の次に次の

１号を加える。 

 ⑾ 法第２６条の３第１項に規定する高齢者部分休業をしている職員として在職し

た期間 

第５条第４項中「法第２８条の５第１項又は第２８条の６第２項に規定する短時間

勤務の職を占める職員（以下「再任用短時間勤務職員」という。）」を「定年前再任

用短時間勤務職員」に改め、同条第５項中「修学部分休業により勤務しない時間」の

次に「、法第２６条の３第１項に規定する高齢者部分休業により勤務しない時間」を 

加え、同条第６項中「、再任用短時間勤務職員」を「、定年前再任用短時間勤務職員」 

に、「再任用短時間勤務職員に係る算出率」を「定年前再任用短時間勤務職員に係る

算出率」に改め、同条第７項中「、再任用短時間勤務職員」を「、定年前再任用短時

間勤務職員」に、「再任用短時間勤務職員に係る算出率」を「定年前再任用短時間勤

務職員に係る算出率」に改める。 

 第６条第２項中「、再任用短時間勤務職員」を「、定年前再任用短時間勤務職員」

に、「再任用短時間勤務職員に係る算出率」を「定年前再任用短時間勤務職員に係る

算出率」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第５条第１項第６号の改

正規定は、令和４年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 暫定再任用常時勤務職員（地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第

６３号。以下「令和３年改正法」という。）附則第４条第１項若しくは第２項又は

第５条第１項若しくは第３項の規定により採用された職員をいう。）は、この規則

による改正後の幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則（以下「改正後の規則」と

いう。）第４条第１項第１号に規定する定年前再任用短時間勤務職員（以下「定年

前再任用短時間勤務職員」という。）とみなして、改正後の規則第４条第１項の規

定を適用する。 

３ 暫定再任用短時間勤務職員（令和３年改正法附則第６条第１項若しくは第２項又

は第７条第１項若しくは第３項の規定により採用された職員をいう。）は、定年前
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再任用短時間勤務職員とみなして、改正後の規則第５条第４項、第６項及び第７項

並びに第６条第２項の規定を適用する。 
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幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則新旧対照表 

 

改正後 改正前 

（支給対象外職員） （支給対象外職員） 

第２条 条例第30条第１項前段の教育委員会規則で定める職員（同条

第５項において準用する条例第28条各号のいずれかに該当する者を

除く。）は、次に掲げる者とする。 

第２条 条例第30条第１項前段の教育委員会規則で定める職員（同条

第５項において準用する条例第28条各号のいずれかに該当する者を

除く。）は、次に掲げる者とする。 

(１)～(６) 省略 (１)～(６) 省略 

(７) 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110

号。以下「育児休業法」という。）第２条第１項の規定による育

児休業（以下「育児休業」という。）をしている職員（以下「育

児休業中の職員」という。）のうち、基準日以前６箇月間（以下

「支給期間」という。）において勤務した期間がある職員以外の

職員 

(７) 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110

号。以下「育児休業法」という。）第２条第１項の規定により育

児休業をしている職員（以下「育児休業中の職員」という。）の

うち、基準日以前６箇月間（以下「支給期間」という。）におい

て勤務した期間がある職員以外の職員 

(８)～(11) 省略 (８)～(11) 省略 

(12) 法第26条の５第１項の規定により自己啓発等休業をしている

職員（以下「自己啓発等休業中の職員」という。） 

 

(13) 省略 (12) 省略 

２ 条例第30条第１項後段の教育委員会規則で定める職員は、次に掲

げる者とする。 

２ 条例第30条第１項後段の教育委員会規則で定める職員は、次に掲

げる者とする。 

(１) 退職し、又は死亡した日において前項第２号から第13号まで

の規定のいずれかに該当した職員 

(１) 退職し、又は死亡した日において前項第２号から第12号まで

の規定のいずれかに該当した職員 

(２)～(６) 省略 (２)～(６) 省略 

（基準日に育児休業をしている職員の勤務した期間） （基準日に育児休業をしている職員の勤務した期間） 

第３条 前条第１項第７号の勤務した期間は、次に掲げる期間以外の

期間とする。 

第３条 前条第１項第７号の勤務した期間は、次に掲げる期間以外の

期間とする。 

(１)～(７) 省略 (１)～(７) 省略 

(８) 自己啓発等休業中の職員として在職した期間 (８) 法第26条の５第１項の規定により自己啓発等休業をしている

職員（以下「自己啓発等休業中の職員」という。）として在職し
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改正後 改正前 

た期間 

(９) 省略 (９) 省略 

（支給割合） （支給割合） 

第４条 条例第30条第２項の教育委員会規則で定める支給割合は、次

の各号に掲げる職員の区分に応じ当該各号に定める割合に勤務期間

におけるその者の別表第１左欄に掲げる欠勤等日数の区分に応じ同

表右欄に定める割合を乗じて得た割合に次項に規定する成績率を乗

じて得た割合とする。 

第４条 条例第30条第２項の教育委員会規則で定める支給割合は、次

の各号に掲げる職員の区分に応じ当該各号に定める割合に勤務期間

におけるその者の別表第１左欄に掲げる欠勤等日数の区分に応じ同

表右欄に定める割合を乗じて得た割合に次項に規定する成績率を乗

じて得た割合とする。 

(１) 法第22条の４第１項又は第22条の５第１項の規定により採用

された職員であって、法第22条の４第１項に規定する短時間勤務

の職を占めるもの（以下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）

以外の職員 100分の102.5（条例第10条の規定に基づき管理職手

当の支給を受ける職員にあっては、100分の122.5） 

(１) 法第28条の４第１項、第28条の５第１項又は第28条の６第１

項若しくは第２項の規定により採用された職員（以下「再任用職

員」という。）以外の職員 100分の102.5（条例第10条の規定に

基づき管理職手当の支給を受ける職員にあっては、100分の122.5）

(２)  定年前再任用短時間勤務職員 100分の50（条例第10条の規

定に基づき管理職手当の支給を受ける職員にあっては、100分の

60） 

(２) 再任用職員 100分の50（条例第10条の規定に基づき管理職手

当の支給を受ける職員にあっては、100分の60） 

２・３ 省略 ２・３ 省略 

（欠勤等日数） （欠勤等日数） 

第５条 前条第１項及び第３項の欠勤等日数は、勤務期間中の次に掲

げる期間（第５項の規定の適用を受けるものを除く。以下「欠勤等

の期間」という。）ごとに、当該欠勤等の期間から週休日等を除い

た日における勤務時間条例の規定による１日の正規の勤務時間（以

下「１日の正規の勤務時間」という。）について勤務しない時間を

合計した時間を７時間45分をもって１日（第10号及び第11号に掲げ

る期間にあっては３分の２日とし、第15号に掲げる期間にあっては

２日とする。）として換算した日数（１日（第10号及び第11号に掲

げる期間にあっては、３分の２日）未満の端数の時間があるときは、

これを切り捨てた日数）を合計した日数とする。 

第５条 前条第１項及び第３項の欠勤等日数は、勤務期間中の次に掲

げる期間（第５項の規定の適用を受けるものを除く。以下「欠勤等

の期間」という。）ごとに、当該欠勤等の期間から週休日等を除い

た日における勤務時間条例の規定による１日の正規の勤務時間（以

下「１日の正規の勤務時間」という。）について勤務しない時間を

合計した時間を７時間45分をもって１日（第10号に掲げる期間にあ

っては３分の２日とし、第14号に掲げる期間にあっては２日とす

る。）として換算した日数（１日（第10号に掲げる期間にあっては、

３分の２日）未満の端数の時間があるときは、これを切り捨てた日

数）を合計した日数とする。 
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改正後 改正前 

(１)～(５) 省略 (１)～(５) 省略 

(６) 育児休業（次に掲げる育児休業を除く。）をしている職員と

して在職した期間 

(６) 育児休業中の職員として在職した期間（当該育児休業の承認

に係る期間（当該期間が２以上あるときは、それぞれの期間を合

算した期間）が１月以下である場合を除く。） 

ア その育児休業の承認に係る期間の全部が子の出生の日から職

員の育児休業等に関する条例（平成４年３月世田谷区条例第20

号）第３条の２に規定する期間内にある育児休業であって、当

該育児休業の承認に係る期間（当該期間が２以上あるときは、

それぞれの期間を合算した期間）が１月以下である育児休業 

 

イ その育児休業の承認に係る期間の全部が子の出生の日から職

員の育児休業等に関する条例第３条の２に規定する期間内にあ

る育児休業以外の育児休業であって、当該育児休業の承認に係

る期間（当該期間が２以上あるときは、それぞれの期間を合算

した期間）が１月以下である育児休業 

 

(７)～(９) 省略 (７)～(９) 省略 

(10) 法第26条の２第１項に規定する修学部分休業をしている職員

として在職した期間 

(10) 法第26条の２第１項の規定により修学部分休業をしている職

員として在職した期間 

(11) 法第26条の３第１項に規定する高齢者部分休業をしている職

員として在職した期間 

 

(12)～(18) 省略 (11)～(17) 省略 

２・３ 省略 ２・３ 省略 

４ 定年前再任用短時間勤務職員として在職した期間中の欠勤等の期

間に対する第１項の規定の適用については、同項中「勤務しない時

間」とあるのは、「勤務しない時間を勤務時間条例第３条第３項の

規定により定められたその者の勤務時間を同条第１項に規定する勤

務時間で除して得た数で除して得た時間」とする。 

４ 法第28条の５第１項又は第28条の６第２項に規定する短時間勤務

の職を占める職員（以下「再任用短時間勤務職員」という。）とし

て在職した期間中の欠勤等の期間に対する第１項の規定の適用につ

いては、同項中「勤務しない時間」とあるのは、「勤務しない時間

を勤務時間条例第３条第３項の規定により定められたその者の勤務

時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数で除して得た

時間」とする。 

2424



4/6 

改正後 改正前 

５ 前３項に定めるもののほか、第１項の欠勤等日数の算定に当たっ

ては、１日の正規の勤務時間の一部について、法第26条の２第１項

に規定する修学部分休業により勤務しない時間、法第26条の３第１

項に規定する高齢者部分休業により勤務しない時間、職免条例第２

条の規定により職務に専念する義務を免除されたことにより勤務し

ない時間（減免基準第２条に規定する承認を受けていない期間（団

体派遣期間又は講演等を行った期間を除く。）に係るものに限る。）、

病気休暇、介護休暇若しくは勤務時間条例第18条の２に規定する介

護時間（以下「介護時間」という。）により勤務しない時間、私事

欠勤等の取扱いを受けた時間又は育児休業法第19条第１項に規定す

る部分休業（以下「部分休業」という。）により勤務しない時間（以

下「部分休業等により勤務しない時間」という。）があるときは、

教育委員会が別に定めるところにより、日又は時間に換算し、第１

項の換算した日数、合計した日数又は勤務しない時間に加算する。 

５ 前３項に定めるもののほか、第１項の欠勤等日数の算定に当たっ

ては、１日の正規の勤務時間の一部について、法第26条の２第１項

に規定する修学部分休業により勤務しない時間、職免条例第２条の

規定により職務に専念する義務を免除されたことにより勤務しない

時間（減免基準第２条に規定する承認を受けていない期間（団体派

遣期間又は講演等を行った期間を除く。）に係るものに限る。）、

病気休暇、介護休暇若しくは勤務時間条例第18条の２に規定する介

護時間（以下「介護時間」という。）により勤務しない時間、私事

欠勤等の取扱いを受けた時間又は育児休業法第19条第１項に規定す

る部分休業（以下「部分休業」という。）により勤務しない時間（以

下「部分休業等により勤務しない時間」という。）があるときは、

教育委員会が別に定めるところにより、日又は時間に換算し、第１

項の換算した日数、合計した日数又は勤務しない時間に加算する。 

６ 第１項及び前２項の規定は、介護休暇により勤務しない期間につ

いては、日を単位として承認された場合における勤務しない期間か

ら週休日等を除いた日と時間を単位として承認された場合における

勤務しない時間を７時間45分をもって１日として換算した日及び１

日未満の端数の時間（育児短時間勤務職員等として在職した期間に

あっては日を単位として承認された場合における勤務しない期間か

ら週休日等を除いた日における勤務しない時間と時間を単位として

承認された場合における勤務しない時間を合計した時間を育児短時

間勤務職員等に係る算出率で除して得た時間を７時間45分をもって

１日として換算した日及び１日未満の端数の時間とし、定年前再任

用短時間勤務職員として在職した期間にあっては日を単位として承

認された場合における勤務しない期間から週休日等を除いた日にお

ける勤務しない時間と時間を単位として承認された場合における勤

務しない時間を合計した時間を勤務時間条例第３条第３項の規定に

６ 第１項及び前２項の規定は、介護休暇により勤務しない期間につ

いては、日を単位として承認された場合における勤務しない期間か

ら週休日等を除いた日と時間を単位として承認された場合における

勤務しない時間を７時間45分をもって１日として換算した日及び１

日未満の端数の時間（育児短時間勤務職員等として在職した期間に

あっては日を単位として承認された場合における勤務しない期間か

ら週休日等を除いた日における勤務しない時間と時間を単位として

承認された場合における勤務しない時間を合計した時間を育児短時

間勤務職員等に係る算出率で除して得た時間を７時間45分をもって

１日として換算した日及び１日未満の端数の時間とし、再任用短時

間勤務職員として在職した期間にあっては日を単位として承認され

た場合における勤務しない期間から週休日等を除いた日における勤

務しない時間と時間を単位として承認された場合における勤務しな

い時間を合計した時間を勤務時間条例第３条第３項の規定により定
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改正後 改正前 

より定められたその者の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間

で除して得た数（以下「定年前再任用短時間勤務職員に係る算出率」

という。）で除して得た時間を７時間45分をもって１日として換算

した日及び１日未満の端数の時間とする。）を合計した日及び時間

が30日を超えない場合は、適用しない。 

められたその者の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除し

て得た数（以下「再任用短時間勤務職員に係る算出率」という。）

で除して得た時間を７時間45分をもって１日として換算した日及び

１日未満の端数の時間とする。）を合計した日及び時間が30日を超

えない場合は、適用しない。 

７ 第５項の規定は、介護時間又は部分休業により勤務しない時間に

ついては、それぞれ７時間45分をもって１日として換算した日及び

１日未満の端数の時間（育児短時間勤務職員等として在職した期間

において介護時間により勤務しない時間にあっては当該勤務しない

時間を合計した時間を育児短時間勤務職員等に係る算出率で除して

得た時間を７時間45分をもって１日として換算した日及び１日未満

の端数の時間とし、定年前再任用短時間勤務職員として在職した期

間において介護時間又は部分休業により勤務しない時間にあっては

当該勤務しない時間をそれぞれ合計した時間を定年前再任用短時間

勤務職員に係る算出率で除して得た時間を７時間45分をもって１日

として換算した日及び１日未満の端数の時間とする。）を合計した

日及び時間が30日を超えない場合は、適用しない。 

７ 第５項の規定は、介護時間又は部分休業により勤務しない時間に

ついては、それぞれ７時間45分をもって１日として換算した日及び

１日未満の端数の時間（育児短時間勤務職員等として在職した期間

において介護時間により勤務しない時間にあっては当該勤務しない

時間を合計した時間を育児短時間勤務職員等に係る算出率で除して

得た時間を７時間45分をもって１日として換算した日及び１日未満

の端数の時間とし、再任用短時間勤務職員として在職した期間にお

いて介護時間又は部分休業により勤務しない時間にあっては当該勤

務しない時間をそれぞれ合計した時間を再任用短時間勤務職員に係

る算出率で除して得た時間を７時間45分をもって１日として換算し

た日及び１日未満の端数の時間とする。）を合計した日及び時間が

30日を超えない場合は、適用しない。 

（減額率） （減額率） 

第６条 勤務期間において次に掲げる事由（以下「減額事由」という。）

がある者に対する第４条第１項及び第３項の規定の適用について

は、これらの規定中「成績率を乗じて得た割合」とあるのは、「成

績率を乗じて得た割合に100分の100から別表第２に掲げる当該減額

事由に応じそれぞれの割合（以下「減額率」という。）を減じて得

たものをそれぞれ乗じて得た割合」とする。 

第６条 勤務期間において次に掲げる事由（以下「減額事由」という。）

がある者に対する第４条第１項及び第３項の規定の適用について

は、これらの規定中「成績率を乗じて得た割合」とあるのは、「成

績率を乗じて得た割合に100分の100から別表第２に掲げる当該減額

事由に応じそれぞれの割合（以下「減額率」という。）を減じて得

たものをそれぞれ乗じて得た割合」とする。 

(１)～(４) 省略 (１)～(４) 省略 

２ 前項第１号の私事欠勤等の取扱いを受けた期間は、日（育児短時

間勤務職員等として在職した期間にあっては当該期間における私事

欠勤等の取扱いを受けた時間を育児短時間勤務職員等に係る算出率

２ 前項第１号の私事欠勤等の取扱いを受けた期間は、日（育児短時

間勤務職員等として在職した期間にあっては当該期間における私事

欠勤等の取扱いを受けた時間を育児短時間勤務職員等に係る算出率
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改正後 改正前 

で除して得た時間を７時間45分をもって１日として換算した日と

し、定年前再任用短時間勤務職員として在職した期間にあっては当

該期間における私事欠勤等の取扱いを受けた時間を定年前再任用短

時間勤務職員に係る算出率で除して得た時間を７時間45分をもって

１日として換算した日とする。）を単位として計算する。この場合

において、１日の正規の勤務時間の一部について私事欠勤等の取扱

いを受けたことがあるときは、当該私事欠勤等の取扱いを受けたこ

とを教育委員会が別に定めるところにより日に換算する。 

で除して得た時間を７時間45分をもって１日として換算した日と

し、再任用短時間勤務職員として在職した期間にあっては当該期間

における私事欠勤等の取扱いを受けた時間を再任用短時間勤務職員

に係る算出率で除して得た時間を７時間45分をもって１日として換

算した日とする。）を単位として計算する。この場合において、１

日の正規の勤務時間の一部について私事欠勤等の取扱いを受けたこ

とがあるときは、当該私事欠勤等の取扱いを受けたことを教育委員

会が別に定めるところにより日に換算する。 

３ 省略 ３ 省略 

附 則（令和 年 月 日世教委規則第 号）  

（施行期日）  

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第５条第

１項第６号の改正規定は、令和４年10月１日から施行する。 

 

（経過措置）  

２ 暫定再任用常時勤務職員（地方公務員法の一部を改正する法律（令

和３年法律第63号。以下「令和３年改正法」という。）附則第４条

第１項若しくは第２項又は第５条第１項若しくは第３項の規定によ

り採用された職員をいう。）は、この規則による改正後の幼稚園教

育職員の勤勉手当に関する規則（以下「改正後の規則」という。）

第４条第１項第１号に規定する定年前再任用短時間勤務職員（以下

「定年前再任用短時間勤務職員」という。）とみなして、改正後の

規則第４条第１項の規定を適用する。 

 

３ 暫定再任用短時間勤務職員（令和３年改正法附則第６条第１項若

しくは第２項又は第７条第１項若しくは第３項の規定により採用さ

れた職員をいう。）は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、

改正後の規則第５条第４項、第６項及び第７項並びに第６条第２項

の規定を適用する。 
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